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限る」とされている（法 20 条の 6）。















ＹのⅩへの名目貸付額は 1150万円となり，ここから 200万円と 400万円の即


















「実質金利は，計算上年 1割 7分 1厘 8 毛余であって，（舟田注：当時の）利

































） 公正取引 152 号 44 頁，その説明として利部脩二［1978］参照。
に対し，金融業界の多くは，債権保全の必要性を超える場合にのみ不当である
としていた（過当説）。旧大蔵省は，1951 年（昭和 26 年）以降，拘束預金につ



























立教法学 第 98 号（2018)
88（233）
	） 拘束預金に関する判例として，本件最判以前のものとして，鹿角信用組合事件＝秋田地大館
支判昭 49・10・17判タ 320 号 257 頁，東京高判昭 50・5・29週刊金融商事判例 467 号 11 頁，
近畿相互銀行事件＝大阪地判昭 50・9・5 金判 489 号 40 頁があり，本件最判以降は，八千代信
用金庫事件＝東京高決昭 52・12・23判時 880 号 27 頁，第一勧業銀行事件＝最判昭 58・11・15




































































損失補填事件とは，野村証券ほか 4事件＝勧告審決平成 3・12・2審決集 38








立教法学 第 98 号（2018)
86（235）
13） 利部脩二［1978］，実方謙二［1983］319 頁等を参照。








































































16） 川濵昇［2014］6 頁注 27 は，前出の岐阜信用金庫事件と本事件を継続的取引ではない取引
に優越的地位濫用規制を適用した事例として挙げる。本事件については諏訪園貞明［2006］参
照。また，本事件に係る私訴（融資先事業者からの損害賠償請求事件）あるいは同様の金利ス
ワップ契約係る私訴として，東京地判平成 18・8・2 金法 1795 号 60 頁，東京高判平成 19・11・
16 審決集 54 巻 725 頁，東京地判平成 21・3・27LLI06430125，福岡高判平成 23・4・27 判時




いて」（平成 16 年。最新版は平成 23 年），および，金融庁「金融商品取引業者等向けの総合的


































































































































立教法学 第 98 号（2018)
80（241）
20） 以下について詳細は，舟田［2011］第 8 章，韓都律［2012］251 頁以下を参照。なお，ここ
で述べる諸問題は本文にも触れたように，下請法改正に伴って諸産業について指摘され，各省
庁で検討の結果，例えば，経産省「素形材産業取引ガイドライン」（平成 19 年策定。平成 29 年













































































立教法学 第 98 号（2018)
78（243）
25） 正田彬［1980］413 頁。同旨，渡辺昭成［2010］，本城昇［1993］。林秀弥［2014］249 頁以
下は反対。川濵昇［1998］25 頁も，情報の非対称性に注目して優越的地位濫用を規制していく
方向を示唆する。
26） 内田耕作［2004］，根岸哲＝舟田正之［2015］294 頁等，金井貴嗣ほか［2015］350 頁，等を





































禁止法上の指針」（平成 19 年＝ 2007 年）ではほとんど姿を消している。
































成 24・6・20審決集 59 巻第 2分冊 113 頁では，「本件基本契約等に本件対象業
務に関する明文の規定がない……。しかし，収納代行サービス等は.Xらが本















































「継続して取引する相手方」という文言は，前記の法 2 条 9項 5 号イ，ロに
あるほか，商品又は役務を「継続して供給する」という文言は，同項の 2号，
3 号にも使われている。これは，平成 21 年の一般指定改定の前の，昭和 57 年
一般指定においても同様である。
最も狭い意味での継続的取引は，例えば，資生堂東京販売事件＝最判平成
10・12・18 民集 52 巻 9 号 1866 頁や，花王化粧品販売事件＝最判平成 10・














立教法学 第 98 号（2018)
74（247）
















































































































































































38） 和久井理子［2002］45 頁，およびその注 22 を参照。
39） 小田切宏之［2016］36 頁。
40） 正田彬［1980］418 頁以下参照。





























立教法学 第 98 号（2018)
68（253）
41） 付随的条件に関して優越的地位の濫用が起きやすいことについては，韓都律［2012］第 8章


























































































































































































引の条件を設定……すること」（独禁法 2 条 9項 5 号ハ）であり，これに，公正



















































































































































































































































立教法学 第 98 号（2018)
56（265）
58） 独禁法報告［1982］89 頁。














































































































































































64）「大規模小売業者による納入業者との取引における特定の不公正な取引方法」（平成 17 年 5
月 13 日公取委告示第 11 号）。これについては，「大規模小売業者による納入業者との取引にお
































優越的地位濫用ガイドライン（第 4 の 1（1），同 2（1），同 3（2）），は，上記
の従業員等派遣や協賛金等を通じて，「当該取引の相手方が得る直接の利益










































































。2 条 9項 5 号イ・ロは「不利益」を要件としてないが，そ
れは押し付け販売等には当然「不利益」が内包されている，言い換えれば押し
付け販売をされたこと自体が「不利益」に当たるからだと理解すべきであろ
立教法学 第 98 号（2018)
48（273）
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79） 伊永大輔［2014］19 頁，26 頁注 49 参照。
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